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非常通報装置の設置及び運用要領の改正について（ 通達）

非常通報装置の設置及び運用については，非常通報装置の設置及び運用要領の改正に

ついて（ 平成 年31 ４月 日付22 け本部長通達，以下「 旧通達」 と いう 。） により 実施して

いると ころであるが，提出書類の様式変更に伴い，みだしの要領を別添のと おり 改正す

ること と したので，部下職員に周知徹底の上，適正な設置及び運用に努められたい。

なお，旧通達は，本日限り 廃止する。
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別添

非常通報装置の設置及び運用要領

第１ 趣旨

この要領は，非常通報装置の適正かつ効果的な運用を図るため，その設置及び運用

について，必要な事項を定めるものと する。

第２ 非常通報装置の定義

この要領に定める非常通報装置と は，緊急通報を行う べき事案の発生に関する情報

をあらかじめ記録された音声又はデータにより 地域部通信指令課総合通信指令室（ 以

下「 総合通信指令室」 と いう 。） に送信するための装置をいう 。

なお，犯罪被害者等の保護対策等のため，必要により一時的に設置又は貸与等する

装置は除く ものと する。

第３ 非常通報装置の設置対象施設

非常通報装置は，警察の指導に沿っ た防犯・ 安全確保のための措置がと られている

金融機関，郵便局，学校，児童福祉施設その他の公共的施設，重要防護対象又はこれ

らに準ずる施設のう ち，当該施設において事案が発生した場合の被害の程度及び社会

的影響，当該施設に係る地域の治安状況，総合通信指令室等における受理体制等の事

情を総合的に勘案して，非常通報装置の設置が適当であると 認められるものに設置す

るものと する。

第４ 非常通報装置の要件

非常通報装置又は非常通報装置による通報は，次に掲げる要件を満たすものと する。

１ センサー等による感知により 自動的に通報する装置ではないこと 。

２ 誤操作による誤報等を防止するための機能及び正常に通報されているか否かを通

報者が確認すること ができる機能を備えた装置であること 。

３ 総合通信指令室において，非常通報装置から送信される音声又はデータによる情

報を確実に受信し，発信番号通知その他の方法により ，当該装置による通報である

こと 及び当該装置による通報の発信地を認識すること ができること 。

４ 総合通信指令室において，逆信，画像その他の方法により ，非常通報装置の周囲

の状況を確認すること ができること 。

５ １から４に掲げるほか，通信指令業務に支障が生じるおそれがないと 認められる

こと 。

第５ 非常通報装置の設置及び運用に係る手続

１ 非常通報装置の新設手続き

当県内の施設に非常通報装置を新たに設置しよう と する者（ 以下「 新設者」 と い

う 。） は， あらかじめ十分な時間的余裕をもっ て，次の手続きにより ，警察本部長

（ 以下「 本部長」 と いう 。） に申請するものと する。

新設者(1) は，本部長及び非常通報装置を設置する施設（ 以下「 設置施設」と いう 。）

の所在地を管轄する警察署（ 以下「 管轄警察署」 と いう 。） の署長（ 以下「 管轄

警察署長」 と いう 。） に，次に掲げる書面をそれぞれ各１部提出するこ と により

新設手続きを行う ものと する。



ア 非常通報装置設置申請書（ 別記様式第１号）

イ 設置施設付近の見取図

ウ 設置施設内部の平面図に非常通報装置及び関連装置の取付位置を表示した設

置図（ 別記様式第２号）

なお，上記提出書類２部を管轄警察署長が受理した場合は，直ちに地域部通信

指令課長（ 以下「 通信指令課長」 と いう 。） に連絡するものと する。

管轄警察署長(2) は，上記(1)の申請を受理した場合は，工事計画を確認し，速や
かに必要な現地調査及び指導を行っ た上，調査結果について通信指令課長に報告

するものと する。

なお， この場合の現地調査及び指導については，地域部長が別に定めるものと

する。

上記(3) (2)による管轄警察署長の報告に基づき，上記(1)の申請については，上記
第３の施設に該当し，かつ，上記第４の要件を満たす場合，通信指令課長は広島

県警察総合通信指令システム（ 以下「 通信指令システム」 と いう 。） に必要な登

録を行う と と もに，新設者に対し，設置者番号を付与して開通試験を指示するも

のと する。

また，開通試験の指示を受けた新設者は，開通試験日を通報試験計画表（ 別記

様式３号。以下「 計画表」 と いう 。） により 通信指令課長に提出するものと する。

開通試験(4) は総合通信指令室において，当該非常通報装置の開通状況を確認する

ものと する。

なお，開通試験で不具合が生じた場合，通信指令課長は新設者に対し速やかな

是正を求めるものと する。

上記(5) (4)の開通試験の結果が良好である場合，本部長は設置を承認する旨を非
常通報装置設置承認書（ 別記様式第４号） により ，新設者及び管轄警察署長にそ

れぞれ通知する。

なお，その場合，新設者に対し，非常通報装置による通報は，緊急通報を行う

べき事案が発生した場合であっ て，通常の緊急通報を行う こと が困難であると き

に限っ て行う ものであること の他，必要に応じて非常通報装置の設置及び運用そ

の他設置施設の防犯・ 安全確保に関して適当と認められる条件を付するものと す

る。

申請(6) にかかる施設が上記第３の施設に該当せず，又は上記第４の要件を満たさ

ないと 認められる場合，本部長は申請を拒否すると と もに，新設者に対し当該装

置による通報には対応すること ができない旨通知するものと する。

なお，上記(4)の通信指令課長が求める是正が適正に行われない場合も同様と
する。

２ 申請内容の変更

非常通報装置の設置承認を受けたもの（ 以下「 設置者」 と いう 。） が申請内容を

変更する場合は，事前に以下の手続きを行う ものと する。

施設(1) を移転する場合

設置者は，非常通報装置を設置した施設を移転する場合は，あらかじめ十分な



時間的余裕をもっ て，新設手続きに準じた手続きを行う こと と する。

なお， この場合，非常通報装置を撤去した移転元の施設については廃止の手続

きを行う ものと する。

申請内容(2) の変更

ア 設置者は，申請内容である住居表示，施設名称，接続電話番号，連絡電話番

号及び機器形式を変更する場合は，非常通報装置変更届（ 別記様式第５号） を

本部長及び管轄警察署長にそれぞれ各１部提出すること により 変更手続きを行

う ものと する。 また，管轄警察署及び設置者番号を変更する必要がある場合も

同様と する。

なお，非常通報装置の位置等を示した設置図記載内容を変更する場合は，非

常通報装置変更届に変更後の設置図も併せて提出するものと する。

イ 通信指令課長は，管轄警察署長と変更内容を確認すると と もに通信指令シス

テムに必要な変更を行う ものと する。

ウ 非常通報装置の機器変更，接続番号又は通報録音文の変更を伴う 場合等は，

必ず通報試験を行う ものと し，通報試験日を計画表により 通信指令課長に提出

するものと する。

３ 設置者に対する指導等

非常通報装置(1) の定期通報試験又は変更時の通報試験等により ，不具合が生じた

場合，通信指令課長は設置者に対し必要な指導等を行い是正を求めること と する。

管轄警察署(2) の行う 現地調査により ，非常通報装置について改善事項が認められ

た場合，管轄警察署長は設置者に対し必要な指導等を行い是正を求めること と す

る。

上記 又(3) (1) は の(2) 指導に従わない場合，若しく は非常通報装置の運用及びその
他設置施設の防犯・ 安全確保に関して管轄警察署長が行う 指導に従わない場合，

本部長は設置者に対し，設置の承認を取り消し又は当該装置の廃止を求めると と

もに，当該装置による通報には対応すること ができない旨通知するものと する。

第６ 非常通報装置の廃止

設置者は，非常通報装置を廃止する場合は，非常通報装置廃止届（ 別記様式第６号）

を本部長及び管轄警察署長にそれぞれ各１部提出するものと する。

通信指令課長は，管轄警察署長に確認すると と もに，通信指令システムから当該デ

ータを削除するものと する。

第７ 設置者の義務等

１ 誤報の防止と装置の保守点検

設置者は，非常通報装置による通報を適切に行い，誤報等を防止するために必要

な措置を講じると と もに，非常通報装置の構造等につき十分な知識を有する者（ 以

下「 保守点検業者」 と いう 。） の保守点検を定期的に受け， その結果を記載した書

面を保管しておく ものと する。

２ 運用責任者の指定

設置者は，設置施設ごと に非常通報装置の運用責任者を置き，従業員等に対する

運用指導を行う と と もに，非常通報装置の設置及び運用その他設置施設の防犯・ 安



全確保に関して本部長又は管轄警察署長が行う 指導に従わせるものと する。

３ 誤報又は不適切な使用に対する措置

設置者は，非常通報装置による誤報又は不適切な使用があっ た場合は，当該誤報

等の原因を究明し，再発防止のための措置を講じた上，その結果を記載した誤報等

の措置状況報告書（ 別記様式第７号） を本部長及び管轄警察署長にそれぞれ各１部

提出するものと する。

４ 定期通報試験の実施

設置者は，保守点検業者と調整し，年１回以上の定期通報試験を実施するものと

し， その計画は試験を実施する前月の25日までに計画表により 通信指令課長に提出
するものと する。

なお，本試験計画表の届出は，当該施設における非常通報装置の指導機関，機器

業者又は保守点検業者（ 以下「 指導機関等」 と いう 。） がと り まと めて行う こ と が

できるものと する。

第８ 非常通報装置の設置及び運用に関する留意事項

１ 管轄警察署の地域官，地域交通官又は地域担当課長の職で最上位の職にある者（ 以

下「 地域官・ 地域課長等」 と いう 。） は，設置者及び運用責任者に対し，非常通報

装置の設置，運用，誤報防止措置及びその他防犯・ 安全確保に関して行う 指導に従

う よう ，上記第５の手続について，あらかじめ十分に説明するものと する。

２ 地域官・ 地域課長等は，設置施設の位置，運用形態の把握に努め，常に非常通報

装置に係る申請の内容が最新の情報に更新されているか，非常通報装置の設置状況

を定期的に確認し，非常通報装置による通報に迅速かつ的確に対応すること ができ

る体制になっ ているかなどについて検証するものと する。

なお，管轄警察署において，街頭活動等を通じ設置施設の変更等を認知した場合

は，通信指令課長に連絡すると と もに，当該施設に対し速やかに必要な手続きをと

るよう 指導すること 。

３ 地域官・ 地域課長等は，非常通報装置の設置等に関する相談を受けた場合は，通

信指令課長と必要な連絡・ 調整及び協議を行い，新設手続きに入る前に非常通報装

置の特性，必要性又は他に適当な代替手段がないかなどをよく 検討したう えで対応

すること 。

４ 通信指令課長は，非常通報装置による通報及び誤報等の件数等，非常通報装置の

運用状況を定期的に確認し，非常通報装置による通報が適切に行われているか，誤

報等の多発により 通信指令業務に支障が生じていないかなど検証するものと する。

５ 通信指令課長は，指導機関等に対して，非常通報装置の設置，運用，誤報防止措

置及びその他防犯・ 安全確保に関して新設者及び設置者に対し指導を行う よう ，依

頼及び説明するものと する。

第９ 非常通報装置を使用した防犯訓練

１ 非常通報装置を使用し，又は使用が予想される防犯訓練（ あらかじめ届出された

定期通報試験の際に行う 保守点検業者と の装置確認の場合は除く 。） については，

設置者は管轄警察署長に時間的余裕をもっ て要請するものと し，管轄警察署長は、

自ら又は設置者からの要請により非常通報装置を使用して防犯訓練を実施しよう と



すると きは，通信指令課長に連絡するものと する。

２ 防犯訓練を実施する際は，必要な警戒人員等を配置等すること により 第三者から

の誤認防止措置を図ると と もに，可能な限り保守点検業者を訓練に立ち合わせるな

ど早期確実な復旧措置を講じるものと する。

３ 防犯訓練の実施に関する細部事項については，地域部長が別に定めるものと する。

第１０ 関係文書の整理保管

本要領に定める関係文書は，次により整理保管するものと する。

１ 非常通報装置の設置及び変更にかかる書類

非常通報装置の設置及び変更にかかる書類は，非常通報装置が設置及び運用され

ている期間中は，その施設ごと に保管するものと する。

２ 廃止届

非常通報装置が廃止された場合の廃止届は，その設置及び変更にかかる書類と と

もに保存すること と し，保存期間は１年と する。

３ 通報試験計画表及び誤報等の措置状況報告書の保存期間は１年と する。



（ 別記）

様式第１号（ 第５の１の(1)関係）

警察本部用 警察署長用

年 月 日

広島県警察本部長 様

住 所
法 人 名
代表者氏名

担当部署名
担 当 者
電 話 局 番( )

非常通報装置設置申請書

非常通報装置を設置したいので，下記のと おり関係書類を添えて申請します。

１ 設置施設名

２ 設置施設所在地

３ 設置工事（ 予定） 日 年 月 日
（ 施設の運用開始（ 予定） 日 年 月 日）

４ 機器の形式 非常通報装置 形

５ 保守点検業者（ 施工者）

電話（ ） 局 番

６ 通報録音文の内容
「 非常通報，非常通報，

注： 設置者番号は空白と すること 。

７ 新設，移設の区分

８ 接続電話番号（ 逆信電話番号） （ ） 局 番

９ 連絡電話番号 （ ） 局 番

添付10 する関係書類
現場付近見取図(1)
設置図(2) （ 様式第２号）

※（ 処理欄）

設置者番号 試験日 試験結果 改善措置結果等

・ ・ 良好 ･ 不良( )

注１ 本申請書の提出先は警察本部及び警察署各１部と し，それぞれの申請書欄の 警察本部用 警察署長用
○に該当する提出先を 印すること 。

注２ 処理欄は警察本部で記載するので，申請者は記入しないこと 。



様式第２号（ 第５の１の(1 関係) ）

設 置 図 年 月 日作成

管 施 Ｎ

轄 番 設

署 名

方 位

凡 例

ア 通報装置本体

イ 発報確認ランプ

ウ 通報用ボタン

エ 逆信受理電話機

オ 防犯カメラ



様式第３号（ 第５の１の(3)，第５の２の(2)，第７の４関係）

試験日　 　 　 　月　 　 　日（ 　 　 ） 提出者

連絡番号 ※受理者

逆信番号 ※実施時間

：

：

：

：

：

：

：

：

：

：

注１ ： 施設名称は正式名称を記載し，録音文の内容が異なる場合は，録音されていない施設名称部分を【 　 　 　 】 で囲むこと 。

○ ○ △ △ ⇒ ○ ○ △ △　 　例)　 銀行【 × ×支店】 出張所 録音文「 銀行 出張所」

※注２： 欄には記載しないこと 。

通報試験計画表

（ ）

１

計画時間

：

管轄署
設置者
番号

施設名 所在地 担当者

３

※備考※結果

 □  良好
 □  不良
 □

２

 □  良好
 □  不良
 □

 □  良好
 □  不良
 □

：

：

 □  良好
 □  不良
 □

７

６

 □  良好
 □  不良
 □

９

８

 □  良好
 □  不良
 □

５

４

 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更

 □  良好
 □  不良
 □

 □  良好
 □  不良
 □

 □  良好
 □  不良
 □

10
 □  良好
 □  不良
 □

試験区分

 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更
 □  定期
 □  新設
 □  変更

：

：

：

：

：

：

：



様式第４号（ 第５の１の(5)関係）

広指第 号

年 月 日

様

広島県警察本部長 印

非 常 通 報 装 置 設 置 承 認 書

年 月 日付け申請のあっ た（ 施設名称 所在地

） に係る非常通報装置の設置については， 年 月 日を

もっ て，次の事項を厳守すること を条件と して承認します。

１ 設置者番号

２ 通報試験日

３ 承認条件



様式第５号（ 第５の２の(2)関係）

警察本部用 警察署長用

年 月 日

広島県警察本部長 様

住 所
法 人 名
代表者氏名

担当部署名
担 当 者
電 話 局 番( )

非 常 通 報 装 置 変 更 届

このたび，下記事由により (設置者番号 ） の（ ） を変更したい
ので，下記のと おり届けます。

１ 設置施設名

２ 設置施設所在地

３ 変更計画年月日

４ 変更の理由

５ 変更内容

６ 添付する関係書類

※（ 処理欄）

試験の有無 試験日 試験結果 改善措置結果等

有・ 無 ・ ・ 良好 ･ 不良( )

注１ 本申請書の提出先は警察本部及び警察署各１部と し，それぞれの申請書欄の 警察本部用 警察署長用
○に該当する提出先を 印すること 。

注２ 処理欄は警察本部で記載するので，申請者は記入しないこと 。
注３ 非常通報装置を設置した施設を移転する場合は，新設手続きに準じて行う こと と する。

注４ 設置表記載内容である施設名称又は非常通報装置の位置を示した平面図を変更する場合は設置

表を添付すること 。

注５ 接続電話番号又は通報録音文の変更を伴う 場合は，通報試験を行う など変更した内容を確認す

るものと する。



様式第６号（ 第６関係）

警察本部用 警察署長用

年 月 日

広島県警察本部長 様

住 所
法 人 名
代表者氏名

担当部署名
担 当 者
電 話 局 番( )

非常通報装置廃止届

非常通報装置（ 設置者番号 ） を，次のと おり廃止したので届けます。

１ 廃止年月日 年 月 日

２ 廃止施設名

３ 廃止施設所在地

４ 廃止機器の形式

５ 廃止の理由

注 本申請書の提出先は警察本部及び警察署各１部と し，それぞれの申請書欄の 警察本部用 警察署長用
○に該当する提出先を 印すること 。



様式第７号（ 第７の３関係）

年 月 日

広島県警察本部長 様

住 所
法 人 名
代表者氏名

担当部署名
担 当 者
電 話 局 番( )

誤報等の措置状況報告書

この度，非常通報装置（ 設置者番号 ） による誤報があり ましたが， その状況
及び改善措置は次のと おり です。

１ 誤報等の年月日
年 月 日（ ） 時 分頃

２ 施設名

３ 施設所在地

４ 設置所在地の責任者及び連絡電話番号

５ 機器の形式等

６ 誤報等の理由（ 原因）

７ 改善措置


